訪問介護費における生活援助中心型の算定について

■訪問介護・介護予防訪問介護で提供されるサービスとは

介護を受ける利用者に対する、利用者の居宅において行われる入浴、排泄、食事等の日常生活上の世話及び日常生活動作能力（ADL）や意欲の向上又は介護予防のためのサービスを言います。

利用者ができないことの介助・援助を行うものですので、利用者ができることに関する介助・援助や利用者以外の方に対する援助は介護保険の対象となりません。これらの場合は、介護保険以外の有償サービスや、地域の住民による自主的な取組等による支援（ボランティア）などをご利用ください。

■訪問介護費の算定（生活援助の算定）について

１　基本的な考え方

利用者が１人暮らしであるか又は同居の家族等が「障害・疾病その他やむを得ない理由」により、家事を行うことが困難な場合に行われる、利用者に対する調理、掃除、洗濯等の日常生活の援助（厚生労働省告示第19号）をいいます。

このことから、生活援助中心型は、利用者の代行的なサービスとして位置付けることができ、仮に、介護等を要する状態が解消されたならば、利用者が自身で行うことが基本となる行為であるということができます。

２　「同居・別居」について 

　次に揚げる場合は、同居と判断することといたします。

　　１．同じ家屋に家族や親族が住んでいる　→　一般的な同居の定義

　　２．二世帯住宅に居住している　→　家屋構造に関わりなく同居と考えます。

　　３．同一敷地内に居住している　→　家屋構造に関わりなく（別棟の場合も含みます）、同居と判断することと考えます。

　生活援助の可否においては、家族の生活実態などを勘案して判断することが必要であり、二世帯住宅や同一敷地内に家族が居住している場合に、家屋構造から（例：同一敷地内に本屋と離れがあり別々に住んでいるなど）、機会的に「別居」と判断することは適切ではありません。今後、上記１～３のような事例については、基本的には全て「同居」と判断して下さい。
　なお、「同居」と判断しても、家族の状況や必要な援助内容によっては、算定の対象となる事例（やむをえない事由があり家事が困難な場合等）もあります。

３　同居家族が障害・疾病である事について

同居家族の方が障害・疾病であることの判断は次のとおりとします。

（１）障害･･･同居家族が障害（身体・知的・精神等）を有し、家事をすることが不可能である場合（障害者手帳の有無だけで判断するのではなく、障害に起因して実際にどのような家事を行うことが可能か不可能かを見極め判断して下さい）。

（２）疾病･･･同居の家族等が疾病のため、家事を行うことができない状態にある場合。当該疾病によってどのような家事をおこなう事が可能か不可能かを見極めて判断して下さい。

　疾病が慢性的なものなのか、一時的なものなのか等によって、サービス提供期間が異なる場合があるため注意が必要です。一時的な疾病の場合はその疾病が解消されるまでの間、生活援助中心型サービスを提供する場合もあります。その場合は利用者及び同居の家族へ、あくまでも短期的なサービスの提供である旨の十分な説明を行い理解を得ることが必要になります。
４　その他について

・家族等が就労等で、長時間にわたり日中不在であり事実上日中独居である。

・同居の家族が、要介護認定又は要支援認定を受けていて、家事が困難な状況にある。

・同居の家族との家族関係に極めて深刻な問題があり、援助が期待できない。

　（例）介護放棄・虐待等。

たとえば「遠慮があって頼みにくい」「家族に負担を掛けたくない」という場合は、生活援助を行なう上で、家族という環境因子の有効活用を優先してください。

また、「これまでやったことがないから」という場合は、支援の必要性が生じる前はどのような状況だったのか、また、その生活行為が「できない」のか「していない」のかを明確にする（情報を収集し、課題を分析する）必要があります。


同居の家族等がいる場合で、生活援助中心型の訪問介護費を算定する際は、その提供するサービス内容について、なぜ、同居の家族等が行うことができないのか、なぜ、その内容・範囲・時間・回数で、サービスの提供が必要なのかを、より十分に検討し、利用者・同居の家族等が出席したサービス担当者会議において、個別の事例毎に、最終的な判断をした上で、居宅サービス計画及び訪問介護計画に位置づけ、サービスの提供を行って下さい。

市（保険者）としてはサービス担当者会議の結果を尊重いたしますが、法令遵守・給付の適正化の観点において、同居家族がおり生活援助サービスが必要な場合は“理由書”の提出をして頂きます。
また、市（保険者）のみでなく、利用者及びその家族、また、利用者に関わる介護保険サービス提供事業者以外の第三者が見たときに、明確な説明がおこなえるよう、サービス提供を決定した経過、提供されたサービスの詳しい記録等を、確実に残しておくことが必要です。

５　同居の親族がいる場合に提供できないサービス

（１）利用者以外の同居の家族にかかわる洗濯、調理、買い物、布団干し

（２）専ら利用者のみが利用する居室以外の共用部分(居間、食堂、台所、浴室、トイレ)等の掃除

（２）については、たとえば呼吸器系の疾患をもつ高齢者宅の共用スペースがほこりまみれである場合、下肢筋力が低下して転倒リスクが高い高齢者宅の生活導線にモノが積み上げられている場合等が該当するでしょう。しかし、生活上の危険要因をあえて同居家族が放置しているのか、その分析は同時に進めていかないといけません。

　これらについては、平成１２年１１月１６日付け老振第７６号「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について」において「保険給付として不適切な事例への対応について」のうち「（別紙）一般的に介護保険の生活援助の範囲に含まれないと考えられる事例」として、示されているものの一部です。居宅サービス計画書の作成等および訪問介護サービスの提供にあたっては、この「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について」を十分理解した上で行って下さい。
　共用部分の掃除については、上記のことを踏まえ、先ず、利用者・同居の家族等に十分説明し理解を得ることに努めてください。

　それでもなお、利用者の生活実態を鑑みたときに、「やらない」のではなく「やれない」状況があって、本人ももちろんそれが出来ないという場合で、そのことにより著しい健康被害や生活障害の危険性があるような「特別な事情」がある場合は各事例ごとの判断が必要になります。

その場合は「必要性の根拠」を明確に示す必要があります。

６　介護予防訪問介護の提供について

　介護予防訪問介護サービスの提供については、利用者の状態を踏まえ、適切なケアマネジメントに基づいて提供されることとなります。具体的には、①利用者が自力で困難な行為、②それについて同居家族による支えや地域の支えあい・支援サービス、他の福祉施策などの代替サービスが利用できないケースについて、介護予防ケアマネジメントによる個別の判断を経た上で、サービスが提供されるものです。

　また、利用者に対して１対１で提供するサービスであり、ともすれば利用者のホームヘルパーへの依存関係を生みやすいことから、本人のできることはできるだけ本人が行うことを基本に、サービスを提供することが求められます。（このことは介護給付においても同じ事といえます）

　

■生活援助算定確認チェック 

　介護保険での訪問介護による生活援助を算定する場合は次の１～６を全て満たしている必要があります。

	No
	ポイント
	考えかた・ポイント

	１　
	利用者・同居家族等の状況のアセスメント

→利用者本人に対してヘルパーによる生活援助が必要である（本人が出来ない行為である）
	・生活援助は単なる家事代行サービスではありません。

・「やったことがない（家事の経験がない）」「家族に負担をかけたくない」「利用者本人が家族のためにやっていた家事をヘルパーに代行してもらいたい」などという理由も認められません。

・家事行為の全てができなくても、一部分でも工夫すればできること、またはできそうなことはありませんか？

・その点を見極めながら生活援助をプランに位置づけるようにして下さい。

・本人ができる又はできるようになる可能性がある行為を代行することでADL・IADLの低下を招かないようにすることが大切です。

	２
	「同居家族がいない」又は「同居家族は家事が出来ない」
	１．同居家族がいない（ひとり暮らし）の場合

「ひとり暮らし」の場合はNo３へすすんでください。

２．同居家族がいる場合

原則として算定はできませんので、利用者・同居の家族等に十分な説明を行い、理解を得る必要があります。

３．同居家族は家事が出来ない

家族の状況等によっては、算定の対象となる事例もありますので、理由書等にて確認をして下さい。

	３
	導入を予定している生活援助内容は「老計第１０号」に定められた範囲のサービス内容であり、かつ「老企第３６号」と「厚生省告示第１９号」の基準を満たしていること、かつ「老振第７６号」に例示されている保険給付として不適切な事例に該当していないこと。
	・老計１０号･･･「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について」

・老企第３６号･･･「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び（中略）留意事項について」

・厚生省告示第１９号･･･「指定居宅サービスの介護報酬の通則」

・老振第７６号･･･「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について」

	４
	事前に居宅サービス計画（予防も含む）に位置づけられていること
	・介護保険サービスを利用するには、ケアマネージャーや地域包括支援センターが作成する居宅サービス計画（ケアプラン）や介護予防サービス・支援計画に位置づけられていることが必要です。

	５
	上記の居宅サービス計画（予防も含む）がサービス担当者会議で利用者を含め合意されており明文化されていること。
	・居宅サービス計画書、介護予防サービス・支援計画書に生活援助中心型の算定理由、その他のやむをえない事情の内容について記載するとともに、生活全般の解決すべき課題に対応して、その解決に必要であって最適なサービスの内容とその方針を明確に記載する必要があります。

	６
	事前に訪問介護計画（予防を含む）に位置づけられていること
	・訪問介護事業所が作成する訪問介護計画書に目標設定とともに位置づけられ明記されている必要があります。

・訪問介護事業所は自らが行う２次アセスメントに基づいた訪問介護計画となっている必要があります。




自立生活支援のための見守り的な援助の考えかた

　自立支援のための見守り的援助（利用者と一緒に手助けをしながら行う行為等）は、身体介護中心型の一類型です。

　しかしながら、自立支援のための見守り的援助は、文字通り「自立支援」を目的・目標として提供されるサービスであり、その目的・目標が明確に居宅サービス計画に位置付けられ、一定期間毎の細かい評価（検証）が必要とされます。

　その評価の頻度は、１箇月毎とし、中・長期的にその目的・目標が達成されず、そのサービス提供に効果がみられまいと判断できる場合は、そのサービス提供の中止や、支援の内容変更、居宅サービス計画の見直しを行う必要があります。

　評価の記録は、利用者の自立に関し、どのように・どの程度効果が現れているか、細かく残す必要があります。また、その、目標を達成した後には、あらためて居宅サービス計画の見直しが必要となります。

※各個人個人、生活環境・生活パターン等が違うように、自立の度合い・内容（身体的自立・精神的自立等）についても、各個人ごとに違ってきますので判断をする際は慎重にお願いします。

インフォーマルサービスによる提供について

　介護保険の訪問介護サービスとしては不適切であったり、生活援助中心型で算定することが適当でない場合は、介護保険適用以外のインフォーマルサービスにてサ－ビスの提供を行うことが考えられます。

　インフォーマルサービスを居宅サービス計画に位置づける場合には、介護保険を利用して提供するサービス内容と、インフォーマルサービスによるサービスの内容の違いを明確にし、どの部分が介護保険を利用して行われているのか、どの部分がインフォーマルサービスにより行われているのかを、利用者やその家族に対し、より十分に説明し、理解を得る必要があります。

　特に、介護保険によるサービスとインフォーマルサービスによるサービス提供事業者が、同一事業所である場合は、利用者やその家族等への説明と同意のみならず、周辺に対して介護保険制度への誤解を生じさせないような措置を行うことが重要となります。

別　紙








